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【報告】データを活用したまちづくりに関する実態調査（速報値）｜その１

アンケート調査 実施概要

調査目的 ・全国市区町村における、新技術等の活用による土地利用や交通･人流をはじめとする官民の“新たなデータ“を活用したまちづくりの取組状況や課題等を把握

設問概要 ・都市計画業務やまちづくり関連業務における官民による新たなデータの活用状況
・官民による新たなデータを活用したまちづくりに対する今後の期待

・官民データの取得･管理･共有等に状況･課題
・官民データを活用したまちづくりの課題と国等に期待する役割

調査対象 ・全国の市区町村:1,747自治体 回答状況 ・1,731自治体（回収率:99.1％） 調査期間 令和2年11月24日～12月4日

１．まちづくりへの新たなデータ活用意向・活用の現況

●自治体におけるまちづくりへの“新たなデータ”の活用意向は4割程度（市区では5割程度）で、既に115自治体において、実際の取組や検討が進められている。
●現在活用されているデータは、人流を始めとする交通･人流関連データが多い。
●今後の活用意向としては、計画･整備が主たる要素になっているが、空間の利活用や公共サービスの見直しなど、利活用段階での活用ニーズも見られる。

今後の活用意向▶有 687自治体｜39.9％
【うち、市区:410/813｜50.4%】

現在活用中･検討中 115自治体

問｜“新たなデータ”を現在活用中･活用を検討中の場合、具体的にどのような
データを活用しているか。（N＝115自治体）

問｜現行の都市計画･まちづくり行政を踏まえ、データを活用したまちづくりにおいて、
特に期待したい活用方法（N＝755自治体）

●今後の活用意向内容は、都市レベルを始めとする計画･整備検討段階が主となっており、
一部の意向では都市空間の利活用段階に対する意向も示さている。

●活用意向は高い水準にあるが、データを活用したまちづくりのユースケース等が十分に認知さ
れていない現状において（P３参照）、従来からデータを取扱うことが多い計画･整備段階
での活用イメージがしやすかったことが要因と推察され、顕在化しつつある幅広い内容での
データ活用意向に応える、具体的な事例や取組方法等の周知も必要。

①衛星データ

②建築物･施設データ
（設計データ、BIM/CIM等）

③人流データ
（携帯基地局･GPS･まちなかアプリ）

④歩行者センサーデータ
（センサー、カメラ、ライダー）

⑤公共交通機関乗降客数データ
（ICカードデータ等）

⑥車両通行データ
（ETC2.0、カーナビプローブデータ）

⑦消費･購買データ
（POSデータ、ｸﾚｼﾞｯﾄｶｰﾄﾞ利用データ、

地域ポイント、地域通貨等）

⑧地価データ（不動産取引状況）

⑨エネルギー使用量データ
（スマートメーター等）

⑩口コミデータ（SNSデータ等）

⑪市民投稿データ
（My City Report等）
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回答全体に占める割合
空間

プロセス

都市レベル

地区レベル

施設レベル

計画・整備 利活用 ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ･評価

▶都市MP･立地適正化計画･
防災計画等の現状把握･方針
検討

各プロセス共通

各レベル共通

30.7％
47.2％

22.3％

8.7％

21.8％

53.8％ 10.4％ 7.4％ 28.3％

4.6％ 2.4％ 9.6％

15.4％ 3.8％ 2.0％ 1.1％

5.8％ 1.9％ 0.7％ 0.3％

1.9％ 0.8％ 2.4％ 16.7％

▶データに基づく公共交通･交通
サービス等の検討

▶都市計画･立地適正化計画
等による効果分析▶評価指標を
設定した継続的なモニタリング

▶ウォーカブルなまちづくりの推進、
歩行空間･駅周辺まちづくり・駅
前広場整備計画等の検討

▶駅まち空間等を活用した新た
なサービス･賑わい創出の企画･
運営▶エリアマネジメントでの活用

▶ウォーカブルな空間づくりの事
業効果の計測▶駅周辺での賑
わいの指標検討

▶中心市街地への来訪経路の
把握等

▶広域計画に基づく事業優先度
の検討▶インフラ整備･管理の効
率化･的確化

▶公共施設の更新･配置検討、
官民連携による再編等の検討

▶公共施設活用による官民連
携での新たな都市サービスの検討

▶公共施設の利用状況や運営
コスト等の定常的な把握

▶公共施設の維持管理等の幅
広く活用

▶まちづくりの各種計画や政策
検討に幅広く活用

▶住民ニーズ等を捉えた都市
サービスの検討

▶まちづくり各種計画や政策に係
る事業評価、KPI等の設定

▶都市課題の適切な把握、施策の
検討▶住民等への説明･合意形成
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【報告】データを活用したまちづくりに関する実態調査（速報値）｜その２

２．官民データの取得･管理・共有等の状況･課題

●官民データの取得･管理･活用について、予算確保や専門人材･ノウハウの不足が基本的な課題。
●民間データを取得する場合には、利用目的外での利用制限により、他部局での活用など幅広い活用がしにくい場合が見られる。
●官民データ共有については、共有される民間データに限りがあること、民間事業者によるデータ活用ニーズが顕在化していないことが課題として挙げられる。

取得
｜自治体による新たなデータ取得｜ ｜民間事業者が保有するデータの取得｜

A:データ取得を行っている 44 39.6％

B:データ取得を行っていない 67 60.4％

A:民間データを取得している 58 53.2％

B:データ取得を行っていない 51 46.8％

分析
活用

A:当該自治体職員が実施 50 45.0％

B:自治体の調査･計画業務の一環で委託事業者が実施 37 33.3％

C:大学等研究機関が実施 5 4.5％

D:民間企業が実施 6 5.4％

E:都市再生推進法人やまちづくりを担う中間法人が実施
  （エリマネ団体やUDC等）

5 4.5％

F:その他 8 7.2％

｜計測･取得データの分析･活用主体（予定含む）｜

群馬県 前橋市 都市再生推進法人

千葉県 柏市 都市再生推進法人

神奈川県 横浜市 エリマネ団体

愛媛県 松山市 都市再生協議会

大分県 豊後高田市 まちづくり会社

都市再生推進法人やまちづくりを担う中間法人が
データの分析・活用を行う例

ﾃﾞｰﾀ
共有 ｜データの官民共同利用｜

官民データ共同利用の「ルール･協定」
・包括連携協定を締結

協定者間でも各者が保有するデータを分けることで個人情報
の対策を実施

・協議会への参加
所属会員間でのデータオープン化（検討中）
所属会員からの説明等を受けて、公共データを利用を許可

官民データ共同利用の「費用負担」
・データ種別や取組内容により、官民による
費用負担はケースバイケース

・協議会を設定している場合、協議会が費
用負担をしているケースや補助事業を活
用しているケースもある

官民データ共同利用の「課題」
・民間事業者はじめ他者によるデータ利活用
ニーズが顕在化していない

・民間事業者によるデータ共有･オープン化が
進まない

・センサー設置や維持管理など、データ取得･管理･更新に対するコストが負担
になること、専門的な人材が不足することなどが課題

・取得したデータが一過性利用に留まり、継続的な利用に繋げていくことが課題

・自治体自らの取得と共通し、データ取得費用が負担
・加えて、民間データ精度(属性偏り･秘匿化等)に対する懸念や、目的外利
用に制約があり、幅広い部署･用途での活用がしにくい

主な取得データ

N=115 N=115

課題意見
:歩行者センサーデータ、人流データ 主な取得データ

課題意見
:人流データ、公共交通機関乗降客数データ

データ共同利用を実施していると回答した12自治体状況

N=99｜複数回答
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【報告】データを活用したまちづくりに関する実態調査（速報値）｜その３

３．官民データを活用したまちづくりの課題と国等に期待する役割
●官民による“新たなデータ”を活用したまちづくりを行ううえでの課題や国等に求める事項として、まちづくりへのデータ活用の基本的な認識を深めることが必要であり、それ

に向けたガイドラインや事例集の作成･公開等が求められている。
●一方で、現在“新たなデータ”を活用したまちづくりに取り組む115自治体のみの回答では、基本的な認識を深めることや財政的な支援の必要性は一定程度ありつつも、

民間データの取得や利用･共有に向けたルールづくりの重要性が示唆されている。

まちづくりに活用可能なデータの内容や、
取組内容が分からない

データ取得･分析等に関して自治体内部に
専門的人材がいない

自治体でのデータ取得について
予算取得ができない

データを活用したまちづくりの具体的な
効果･必要性が分からない

民間データ等の取得･更新に係る費用が大きい

活用目的に対し、民間データ等の内容･精度が
不十分｜信頼性への懸念

データ取得･分析等に関して外部機関との
関係性構築ができない

民間事業者が保有するデータについて、
民間事業者からの提供が得られない

データを活用したまちづくりの
ガイドライン･事例集の作成･公開

国またはその他公的機関による
全国的なデータ利用環境の整備

自治体がデータを購入･管理･分析するための
維持･運営に対する財政支援

自治体やまちづくり団体におけるデータ活用に係る
人材育成の実施

民間事業者が保有するデタの提供･利用･共有の
ためのルールづくり

自治体がデータを取得するための装置整備
（センサー設置等）に対する財政支援

46.0％

32.3％

11.4％

33.3％

6.5％

7.8％

20.8％

40.1％

49.5％

24.6％

38.2％

22.0％

37.6％

26.9％

｜データを活用したまちづくりを行ううえで、課題と考えられるもの｜ ｜データを活用したまちづくりを推進するうえで国に求める事項｜

回答全数（N=1,726）

※表記している割合は、最も重要な課題１つと次点の課題(複数選択)それぞれの取得割合の合計値

※表記している割合は、最も重要な事項１つと次点の事項(複数選択)それぞれの取得割合の合計値

30.7％

39.2％

37.3％

19.3％

35.4％

15.1％

7.8％

4.5％

データ活用中の自治体のみ集計（N=115）

38.5％

40.2％

39.7％

23.5％

30.3％

26.7％

回答全数（N=1,721） データ活用中の自治体のみ集計（N=115）


